
島根県国土強靱化計画（素案）に対するご意見と県の考え方 

No ご意見の要旨 ご意見に対する県の考え方 

１ 

【指定避難所等のエネルギー備蓄

(災害用ＬＰガスバルクの設置)】 

 災害時において、食事の煮炊き

や、照明器具やテレビなどを使用す

るための発電機の燃料として利用

するため、指定避難所等への災害用

ＬＰガスバルクの設置について検

討願いたい。 

 

 災害時における県民の生活を確保するため、燃料等生活必需品の確保・供給体制の整備を図ることは重要です。 

災害対策基本法に基づき市町村が指定する指定避難所等について、県地域防災計画において、市町村に対し、指定避

難所となる施設は非常用電源の整備に努めるよう定めているほか、備蓄施設を確保し非常用電源の燃料の備蓄に努める

よう定めています。 

また、災害時に必要な各種物資については、関係団体等と協定を締結しています。ＬＰガスについても「災害時にお

ける災害用ＬＰガスの調達に関する協定」を締結しており、より有効な施策について、平時から関係機関と協議を進め、

連携強化を図っていきます。 

これらを踏まえた推進方針として、次のとおり行政機能及び交通･物流の分野において記述しています。 
 

〔行政機能〕（素案Ｐ１１） 

・大規模災害時において効率的な災害支援活動を行えるよう、マニュアル等を見直し広域防災拠点を適正に管理・

運営する。また、市町村における防災関連施設等の整備・充実を促進する。 

〔交通・物流〕（素案Ｐ２５） 

・災害時に必要となる物資等について、地理的条件や災害の被害想定を踏まえた備蓄・調達・輸送・配備状況の情

報収集や提供を行える体制の強化を図る。 
 

 自立・分散型エネルギーに関しては、ご意見を踏まえて「自立・分散型エネルギー」に関する記述を計画案に盛り込

みました（本計画における再生可能エネルギー等の位置づけをより分かりやすく記すため、自立・分散型エネルギーの

視点を記載しました）。 
 

「３．施策分野ごとの推進方針」の次の箇所を修正 

  （４）エネルギー、ライフライン 

    １）エネルギー対策 

変更前 変更後 

（再生可能エネルギーの導入の推進） 

 地域における再生可能エネルギーの導入

を推進するため、事業化可能性調査や導入

等の取組みを支援する。 

（再生可能エネルギー等の導入の推進） 

エネルギーの供給源の多様化などの視点から、地域における再

生可能エネルギー等の自立・分散型エネルギーの導入を推進す

るため、事業化可能性調査や導入等の取組みを支援する。 
 

２ 

【家庭等への燃料供給・備蓄等】 

【自立・分散型エネルギー】 

 「エネルギー・ライフライン分野」

に関し、次の点について施策に盛り

込むよう検討願いたい。 

・末端供給能力の維持・強化と、家

庭や公共施設等への燃料の備蓄量

の確保等の推進 

・コージェネレーション、燃料電池

など地域における自立・分散型エネ

ルギーの導入の推進 

３ 

【県の諸問題】 

 島根県は、年々人口が減少し、過

疎化、若者の県外就職、高齢化によ

る社会問題、少子化、医師不足など

の問題を多く抱えている県であり、

観光客の県内消費を島根県にとっ

て有益な歳出になるように県民の

意見をもっと取り入れるべき。 

  

国土強靱化計画とは、自然災害の種類や規模に関わらず、災害発生時に想定される「起きてはならない最悪の事態」

を回避するための平時に必要な施策について、今後の取組方針をまとめるものです（素案Ｐ１）。 

 

 いただいたご意見につきましては、県の全体の施策に対するものとして、今後の参考とさせていただきます。 

 


